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議案第45号 功労者の表彰について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第46号 平塚市附属機関設置条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第47号 平塚市災害派遣手当等の支給に関する条例の
一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第48号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用
弁償に関する条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第49号 平塚市土屋霊園条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第50号
平塚市体育施設及び学校運動場夜間照明施設
の設置及び管理等に関する条例の一部を改正
する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第51号 工事請負変更契約の締結について　〔平塚市
庁舎・平塚税務署新築工事（庁舎棟・電気）〕 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第52号 平成25年度平塚市一般会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第53号 人権擁護委員の推薦について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意
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会議案第３号
子どもたちにゆたかな学びを保障するため
に、少人数学級の推進などによる定数改善、
教育予算の増額、義務教育費国庫負担制度２
分の１復元を求める意見書

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

会議案第４号 神奈川県最低賃金改定等についての意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

報告第３号 継続費の逓次繰越しの報告について

報告第４号 繰越明許費の繰越しの報告について　

報告第５号 公営企業会計予算繰越しの報告について

報告第６号 公益財団法人平塚市文化スポーツまちづくり振興財団の経営状況について

報告第７号 平塚市土地開発公社の経営状況について

報告第８号 公益財団法人平塚市生きがい事業団の経営状況について

　６月定例会では、市長提案による９件の議案と議員提案による２件の会議案について
審議し、すべて原案どおり可決しました。

市議会６月定例会 議案の審議結果議案の審議結果
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９月定例会の予定
日　程 会 議 名 等

８月29日（木） 定例会本会議（初日、提案説明等）
９月９日（月）
10日（火）
11日（水）
12日（木）

定例会本会議（総括質問）

17日（火）
18日（水）

総務経済・都市建設常任委員会
教育民生・環境厚生常任委員会

25日（水） 定例会本会議（最終日、採決等）
※開会は午前10時の予定です

会 派 名 等 所 属 議 員 名

湘南フォーラム 米村和彦　内堀祐一　端　文昭　小泉春雄　府川正明　山原栄一
出村　光

清 風 ク ラ ブ 数田俊樹　佐藤貴子　野崎審也　坂間正昭　須藤量久　片倉章博
黒部栄三

公 明 ひ ら つ か 秋澤雅久　伊東尚美　小笠原千惠美　永田美典　鈴木晴男
平 塚 ク ラ ブ 臼井照人　岩田耕平　出縄喜文　金子修一
日 本 共 産 党
平塚市議会議員団 髙山和義　松本敏子　渡辺敏光

無 所 属 江口友子（A）　吉野和美（B）　鈴木亜紀子（C）　高橋紀英（D）
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請願第1号

子どもたちにゆたかな学びを保障するために、少
人数学級の推進などによる定数改善、教育予算の
増額、義務教育費国庫負担制度２分の１復元を求
める請願

教 育 民 生
常任委員会 採択 採択

　子どもたちにゆたかな学びを保障する
ために、少人数学級の推進などによる定数
改善、教育予算の増額、義務教育費国庫負
担制度2分の1復元を求める意見書（抜粋）

　子どもたちにゆたかな学びを保障するために、
子どもたちが全国どこに住んでいても、機会均等
に一定水準の教育を受けられることが憲法上の要
請である。よって、政府におかれては、次の事項
について配慮されるよう強く要望する。

１　子ども、保護者のニーズに応じたきめ細かな
教育を実現し、ゆたかな教育環境を整備するた
め、少人数学級の推進などによる定数改善をは
かること。
２　保護者負担軽減のため、教育予算を増額する
こと。また、義務教育教科書無償制度を継続す
ること。
３　義務教育制度は、教育の機会均等、水準確保、
無償制を根幹としている。それを支えるための
義務教育費国庫負担制度を堅持するとともに、
国の負担割合を2分の1に復元すること。

可決した意見書
　６月定例会では、議員提案による２件の
意見書を可決し、内閣総理大臣のほか関係
機関に提出しました。

　　　神奈川県最低賃金改定等についての
　　意見書（抜粋）

　2013年の神奈川県最低賃金の諮問・改定に関し
て、次の事項について、特段の配慮をされるよう
強く要望する。

１　神奈川県最低賃金の諮問・改定を早期に行う
こと。
２　地域別最低賃金の改定にあたっては、2009年
度の神奈川地方最低賃金審議会で公労使が結審
した神奈川の「生活保護との整合性」を図る観
点から、生活保護とのかい離解消を本年度で実
現すること。
３　特定（産業別）最低賃金の改定にあたっては、
法が定める以下の役割等が果たされるよう、そ
の趣旨および内容の周知徹底を強化されること。
①当該産業の労働条件の向上または事業の公正
競争の確保の観点から、地域別最低賃金より
金額水準の高い最低賃金を必要と認め、関係
労使のイニシアチブにより設定するものであ
ること。
②上記の位置づけを踏まえ、地方最低賃金審議
会における「必要性審議」にあたっては、従
来の本審での審議だけでなく、当該産業の労
使が入った場（専門部会等）も含めた審議方法
も含め、どちらかの審議方法を適用するかに
ついて、地方最低賃金審議会で決定すること。

請願の審査結果


